
山口県民生委員児童委員協議会会則 

（名 称） 

第１条 この会は、山口県民生委員児童委員協議会（以下「本会」という。）と称する。 

（事務所の所在地） 

第２条 本会の事務所を山口市大手町９番６号に置く。 

（会 員） 

第３条 本会は、山口県内の民生委員・児童委員をもって構成する。 

（目 的） 

第４条 本会は、民生委員・児童委員相互の連携を緊密にするとともに、自主的研鑽を促進

し、協力一致して事業の展開を図り、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。 

（事 業） 

第５条 本会は、前条の目的を達成するため次の事業を行う。 

 （１）市町民生委員児童委員協議会との連絡調整 

 （２）社会福祉に関係ある行政機関及び諸団体との連絡調整 

 （３）各種研修、互助共済の実施 

 （４）その他、本会の目的達成に必要な事業 

（役員の種別及び定数） 

第６条 本会に次の役員を置く。 

 （１）会 長   １名 

 （２）副会長   ３名 

 （３）常任理事  ９名 

 （４）理 事  ２０名以内 

 （５）監 事   ２名 

２ 理事には、会長、副会長、常任理事を含むものとする。 

  また、常任理事には、会長、副会長を含むものとする。  

（役員の選任） 

第７条 理事は、市町民生委員児童委員協議会の推薦を得た者を充てる。 

２ 理事の選出区分については、別途定める。 

３ 会長、副会長、常任理事は、理事の互選により理事会において選任する。 

４ 監事は、理事会において選任する。 

（役員の任期） 

第８条 役員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠により就任した役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 役員は、任期満了後でも後任者が就任するまで、その職務を行うものとする。ただし、

民生委員・児童委員の職にあるものとする。 

（役員の職務） 

第９条 会長は、本会を代表し会務を統括する。 

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき、又は欠けたときは、あらかじめ会長の



指名した副会長が、順次にその職務を代理する。 

３ 常任理事は、本会の事業の企画及び運営について掌理する。 

４ 理事は、本会の業務を決定し、事業を執行する。 

５ 監事は、業務の執行状況及び会計を監査し、理事会に報告する。 

（顧 問） 

第 10条 本会に顧問を置くことができる。 

２ 顧問は、理事会の同意を得て会長が委嘱する。 

３ 顧問は、会務について会長の諮問に応え、又は意見を具申する。 

（部 会） 

第 11条 本会に部会を置くことができる。 

２ 部会員は、市町民生委員児童委員協議会の推薦を得た者をもって会長が委嘱し、常任理

事会に報告する。 

３ 部会は、本会の運営に参画し、或いは会長の諮問に応え、又は意見を具申する。 

４ 部会規程は、別に定める。 

（会 議） 

第 12条 会議は、理事会及び常任理事会とする。 

２ 会議は、必要に応じ会長が招集する。 

３ 会議は、構成員総数の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決を行う事ができない。 

４ 会議の議決は、出席者の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

５ 会議に出席できない理事及び常任理事は、他の理事又は常任理事にその権限を委任し議

決に加わることができる。 

６ 前項による権限の行使は、これを出席したものとみなす。 

７ 特別な事情があるときは、会長は書面をもって理事又は常任理事の意見を求め会議に代

えることができる。 

（理事会） 

第 13条 本会の業務の決定は、理事を持って構成する理事会によって行う。 

  ただし、日常の軽易な業務は会長が専決し、これを理事会に報告する。 

２ 会長は、理事総数の３分の１以上の理事又は監事から会議に付議する事項を示して理事

会の招集を請求された場合は、これを招集しなければならない。 

３ 理事会において選出した理事２名は、理事会の議事について議事の経過の要領及びその

結果を記載した議事録を作成し、これに署名、押印しなければならない。 

４ 理事会において審議する事項は、次のとおりとする。 

（１）年度事業計画に関する事項 

（２）年度予算及び決算に関する事項 

（３）会則及び規程の制定または改廃に関する事項 

（４）会長、副会長、常任理事及び監事の選出に関する事項 

（５）その他会長が付議した事項 

５ 前項（１）及び（２）に関する事項を協議決定したときは、地区民生委員児童委員協議



会会長・副会長研修会で報告するものとする。 

（常任理事会） 

第 14条 本会の業務の執行は、常任理事をもって構成する常任理事会によって行う。 

２ 会長は、常任理事総数の３分の１以上の常任理事から会議に付議する事項を示して常任

理事会の招集を請求された場合は、これを招集しなければならない。 

３ 常任理事会において審議する事項は、次のとおりとする。 

（１）年度事業計画執行に関する事項 

（２）資産管理に関する事項 

（３）理事会に付議する事項 

（４）理事会の議決により委任された事項 

（５）その他会長が付議した事項 

（経費および会計） 

第 15条 本会の経費は、次の収入による。 

（１）会費 

（２）補助金、委託金及び助成金 

（３）寄付金及びその他の収入 

（事務局） 

第 16条 本会事務局を社会福祉法人山口県社会福祉協議会内に設置し、必要な職員を置く。 

２ 諸規程については、社会福祉法人山口県社会福祉協議会の諸規定に準ずるものとする。 

（会則の変更） 

第 17 条 この会則を変更しようとするときは、理事会において、出席者の３分２以上の同

意を得なければならない。 

附 則 

１ 山口県民生委員児童委員協議会会則（昭和３９年４月１日）は、廃止する。 

２ この会則は、昭和５５年５月１日から施行する。 

附 則 

１ この会則は、昭和６３年４月１日から施行する。 

２ この会則の変更に伴い新たに理事になった者の任期は、会則第７条第１項の規程にかか

わらず、平成元年１１月３０日までとする。 

附 則 

 この会則は、平成元年１２月１日から施行する。 

附 則 

  この会則は、平成５年３月９日から施行する。 

附 則 

 この会則は、平成６年３月９日から施行する。ただし、会則第５条第１項１及び会則第６

条第２項の１については、平成７年１２月１日からとする。 

附 則 

 この会則は、平成６年３月９日から施行する。ただし、会則第５条第１項の１及び会則第

６条第２項の１については、平成７年１２月１日からとする。 



附 則 

この会則は、平成７年３月６日から施行する。ただし、会則第５条第１項の及び会則第６

条第２項の１のただし書については、平成７年１２月１日からとする。 

附 則 

この会則は、平成１０年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この会則は、平成１２年６月７日から施行する。 

附 則 

 この会則は、平成１３年１１月９日から施行する。 

附 則 

１ この会則は、平成１５年３月４日から施行する。 

２ 会則第６条第２項（１）により平成１３年１２月１日に選任された理事は、市町村合併

等による行政区の変更に関わらず、平成１６年１１月３０日まで任に当たるものとする。 

附 則 

 この会則は、平成１６年１２月１日から施行する。 

附 則 

 この会則は、平成１７年２月２５日から施行する。 

附 則 

１ この会則は、平成１９年４月１日から施行する。 

２ この会則の改正に伴い新たに理事になった者の任期は、第 8条第 1項の規定にかかわら

ず、平成１９年１１月３０日までとする。 

   附 則 

 この会則は、令和４年３月１７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 


